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人事行政の運営等の状況 

 佐野市人事行政の運営等の状況の公表に関する条例（平成１７年条例第２３１号）第４

条の規定により、職員の給与などの状況を公告します。 

  令和７年１０月１日 

 

佐野市長 金 子  裕 

 

１ 職員の任免及び職員数に関する状況 

（１）採用試験の実施状況（令和６年度実施） 

試験区分 

１次試験 ２次試験 
実質受験

倍率(倍) 

採用者

（人） 
受験者 

(人) 

合格者 

(人) 

倍 率 

(倍) 

受験者 

(人) 

合格者 

(人) 

倍 率 

(倍) 

一般事務 １１０ ５８ １．９ ４８ ３０ １．６ ３．７ ２７ 

一般事務 

（障がい者対象） 
３ ２ １．５ ２ ０ ― ― ０ 

保 育 士 

（早期試験） 
６ ２ ３．０ ２ ２ １．０ ３．０ ２ 

保 育 士 

（通常試験） 
２ ２ １．０ ２ ２ １．０ １．０ ２ 

土  木 

(早期試験) 
１４ １４ １．０ １１ ６ １．８ ２．３ ３ 

土  木 

(通常試験) 
２ ２ １．０ ２ ２ １．０ １．０ １ 

建  築 

(早期試験) 
４ ４ １．０ ２ １ ２．０ ４．０ １ 

建  築 

(通常試験) 
０ ― ― ― ― ― ― ０ 

電  気 

(早期試験) 
３ ３ １．０ ２ ２ １．０ １．５ ０ 

電  気 

(通常試験) 
０ ― ― ― ― ― ― ０ 

消  防 １４ ９ １．６ ８ ６ １．３ ２．３ ５ 

一般事務 

（就職氷河期世代対象） 
２１ ５ ４．２ ４ ０ ― ― ０ 

計 １７９ １０１ １．８ ８３ ５１ １．６ ３．５ ４１ 

※採用者４１人のうち１９人が女性です 
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（２）採用の状況（令和６年４月２日～令和７年４月１日） 

区 分 競争試験 再任用 その他 計 

採用者(人) ４１ １１ ４ ５６ 

※「その他」は、佐野市の教育委員会に配置された教職員や栃木県からの派遣職員等です 
 
（３）退職の状況（令和６年度実績） 

区 分 定年退職 早期退職 普通退職 再任用満了 その他 計 

退職者(人) ２３ ６ １４ ４ １７ ６４ 

※「その他」は、再任用短時間勤務に移行した職員、佐野市の教育委員会に配置された教職員や栃木県
からの派遣職員等です 

 
（４）職員数の推移（各年４月１日現在） 

 区 分 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 

職員数(人) １,００４ １,０００ ９８９ ９８７ ９７９ 

前年差(人) △２２ △４ △１１ △２ △８ 

（定員管理調査より） 

 
（５）部門別職員数の増減と主な理由（各年度とも４月１日現在）   （単位：人） 
 Ｒ６ Ｒ７ 増  減 主な理由 

市 

長 

部 

局 

総合政策部 １０６ １０６   

行政経営部 ４０ ４２ ２ 人員配置の変更による増 

市民生活部 １０５ １０６ １ 業務増 

こども福祉部 １７４ １７３ △１ 人員配置の適正化による減 

健康医療部 ８１ ７５ △６ 
人員配置の変更及び適正化による
減 

産業文化スポーツ部 ７１ ６９ △２ 人員配置の変更による減 

都市建設部 ９４ ９３ △１ 人員配置の適正化による減 

技術センター部 １８ １９ １ 業務増 

会 計 課 ７ ７   

計 ６９６ ６９０ △６  

議 会 事 務 局 ９ ９   

選挙管理委員会 ４ ４   

監査委員事務局 ３ ３   

農 業 委 員 会 ７ ７   

教 育 委 員 会 ７５ ７３ △２ 人員配置の変更による減 

上 下 水 道 局 ４１ ４０ △１ 人員配置の適正化による減 

消 防 １５２ １５３ １ 業務増 

総 合 計 ９８７ ９７９ △８  

                             （佐野市行政機構別の職員数） 
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（６）一般行政職の級別職員数の状況 （令和７年４月１日現在） 

区 分 1級 2級 3級 4級 5級 6級 7級 8級 計 

標準的な 

職務内容 

主事補 

技師補 

主 任 

主 事 

技 師 

主 査 主 査 副主幹 主 幹 
参 事 

副参事 
参 与   

職員数

(人) 
５９ ９１ １３７ ５４ ６７ ６９ ５１ １２ ５４０ 

構成比

(％) 
１０．９ １６．９ ２５．４ １０．０ １２．４ １２．８ ９．４ ２.２ １００ 

 (給与実態調査より) 

※一般行政職とは、各種窓口業務や政策・行政経営などの内部事務に従事する職員や、土木・建築など

の設計・監理業務に従事する職員をいいます 

※各区分の構成比(％)については、小数点以下第２位を四捨五入し、小数点以下第１位まで表示してい

るため、個々の値を足し上げても必ずしも１００％とならない場合があります 

 

２ 職員の給与、勤務時間その他の勤務条件の状況 

（１）人件費の状況（令和６年度普通会計決算） 

住民基本台帳人口 歳出額 
実質収支 

人件費 人件費率 

（令和７年３月３１日現在） （Ａ） （Ｂ） （Ｂ／Ａ） 

１１２，５１５人  587億 2,183万円 25億 7,743万円 93億 1,601万円 １５．９％ 

    (地方財政状況調査より) 

※人件費には、市長、副市長、市議会議員、各種委員などの特別職に支給される給料、報酬等を含みま

す 

 

（２）職員給与費の状況（令和６年度普通会計決算） 

職員数(Ａ) 
給    与    費 １人当たり給

与費(Ｂ／Ａ) 給 料 職員手当 期末・勤勉手当 計(Ｂ) 

８９５人 34億 7,956万円 6億 7,846万円 14億 185万円 55億 5,987万円 621万円 

            (地方財政状況調査より) 

※職員数には、特別会計に該当する職員は含みません 

※職員手当には、退職手当は含みません 

 

（３）職員の平均年齢・平均給料月額・平均給与月額の状況(令和７年４月１日現在） 

区   分 平 均 年 齢 平均給料月額 平均給与月額 

一般行政職 ４１．８歳 ３２７，３００円 ４１５，０００円 

技能労務職 ５３．０歳 ３３１，５００円 ３７３，９００円 

                              （給与実態調査より）    

※平均給料月額とは、基本給の平均です 

※平均給与月額とは、給料及び職員手当（期末・勤勉手当、退職手当を除く）の合計額の平均です 
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（４）ラスパイレス指数（一般行政職）の状況（令和６年４月１日現在） 

 

 

 

※ラスパイレス指数とは、国家公務員の給与水準を１００とした場合の当該団体の給与水準を表し

ます 

 

（５）職員の初任給の状況（令和７年４月１日現在）   

区  分 佐 野 市 国 

一般行政職 
大 学 卒 ２２０，０００円 ２２０，０００円 

高 校 卒 １８８，０００円 １８８，０００円 

（給与実態調査より） 

 

（６）職員の経験年数別･学歴別平均給料月額の状況（令和７年４月１日現在） 

区    分 
経 験 年 数 

10年以上 15年未満 

  経 験 年 数 

15年以上 20年未満 

経 験 年 数 

20年以上 25年未満 

一般行政職 
大 学 卒 ２８４，６００円 ３０９，５００円 ３６５，４００円 

高 校 卒 該当者なし 

 

該当者なし 

 

３０３，２００円 

 技能労務職 高 校 卒 該当者なし 

 

該当者なし 

 

３１２，６００円 

                                 （給与実態調査より） 

※経験年数とは、採用時からの年数をいいます 

 

（７）期末手当、勤勉手当の状況（令和６年度実績） 

区  分 6月期 12月期 合計 

期末手当   1.225月分   1.275 月分   2.5 月分 

勤勉手当   1.025 月分   1.075 月分   2.1 月分 

※手当の支給率は、国と同じです 

※職制上の段階により、１５％を限度とした加算措置があります 

 

（８）退職手当の状況（令和７年４月１日現在） 

区   分 
支  給  率 

勤続 20年 勤続 25年 勤続 35年 最高限度額 

自 己 都 合 19.6695月分 28.0395月分 39.7575月分 47.709月分 

定年・応募認定 24.586875月分 33.27075月分 47.709月分 47.709月分 

※手当の支給率は、国と同じです 

※定年前早期退職特例措置として、２％～４５％の加算措置があります。（自己都合を除く） 

※加算措置の支給率は、国と同じです 

 

 

 

 

 

 

佐 野 市 県内における順位 

９８．８ ４位／１４市中 
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（９）特殊勤務手当（令和６年度実績） 

 支給職員１人当たり平均支給年額 52 千円 

 職員全体に占める手当支給職員の割合 23.8％ 

手当の種類（手当数） １２ 

代表的な手当の名称 主な支給対象業務 
左記職員に対する 

支給単価 

 汚物処理作業手当 ごみの収集、運搬、焼却 日額   ６５０円 

 

（10）時間外勤務手当の状況（令和６年度実績） 

支 給 総 額 304,333 千円  

職員 1 人当たりの平均支給額 398 千円  

 

（11）扶養手当の状況（令和７年４月１日現在） 

区            分 
手 当 額 

一般行政職 7級以下 一般行政職 8級 

配 偶 者 6,500円 3,500円 

配偶者以外

の扶養親族 

子 11,500円 11,500円 

その他の扶養親族 6,500円 3,500円 

満１６歳到達の年度初めから、満

２２歳到達後最初の年度末までに

該当する子がいる場合の加算額 

5,000円 5,000円 

※支給内容は、国と同じです 

 

（12）住居手当・通勤手当の状況（令和７年４月１日現在） 

区   分 佐  野  市 国 

住居手当 

(月 額) 

借  家 28,000円以内 28,000 円以内 

持  家 支給なし 支給なし 

通勤手当 

交通機 関 

６箇月を越えない範囲内にお

いての最長通用期間の運賃等

相当額 

６箇月定期券等の価額一括支給 

(ただし、一箇月当たり 150,000

円が支給限度額) 

交通用 具 

（月 額） 
3,300円～ 2,000円～31,600円 

※通勤手当は、通勤距離が片道２㎞以上である職員に支給しています  

※交通用具には、自動車・バイク・自転車が該当します  

※自動車等の使用距離区分が、国と異なります  

 

（13）特別職の報酬等の状況（令和７年４月１日現在：条例上） 

区  分 市  長 副 市 長 議  長 副 議 長 議  員 

報酬等月額 1,015,000円 785,000円 535,000円 465,000円 420,000円 

期末手当 3.45月分（6月期 1.70月分、12月期 1.75月分） 

※期末手当は、令和６年度支給実績です 

※期末手当には、４５％の加算措置があります 
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（14）勤務時間・休日の状況（令和７年４月１日現在） 

勤務時間 午前８時３０分から午後５時１５分 

休   日 
祝日（国民の祝日に関する法律に規定する休日） 

年末年始（１２月２９日から翌年の１月３日まで） 

週 休 日 土曜日及び日曜日 

※職種や職場により、上記と異なる場合があります 

 

（15）休暇の状況（令和７年４月１日現在） 

主な休暇名 備          考 

年 次 休 暇 
・１年ごとに付与される休暇です 
・１年度につき２０日間 
（令和６年度平均取得日数 １４．５日） 

病 気 休 暇 

・疾病･負傷で療養する必要があり、勤務しないことがやむを得ないと認め
られる場合における休暇です 

・期間は９０日以内（公務傷病、結核性疾患は１年以内） 
  市規則で定めるものについては、１８０日以内 

特 別 休 暇 
・出産、結婚、ボランティア、夏季休暇など特別の事由により職員が勤務
しないことが相当である場合として条例で定める休暇です 

・条例で定められた日数又は期間 

介 護 休 暇 

・配偶者、父母、子、配偶者の父母等の負傷、疾病又は老齢により日常生
活を営むのに支障があるものの介護をするため、勤務しないことが相当
と認められる場合における休暇です（時間単位の場合１日４時間まで） 

・期間は要介護状態１回につき、通算して６月の範囲内で請求した期間（３
回まで分割可） 
（該当時間の給与は減額） 

組 合 休 暇 

・職員が登録された職員団体の業務に従事する場合、及び登録された
職員団体の加入する上部団体の業務で当該職員団体の業務と認め
られるものに従事する場合に限り与える休暇です 

・期間は１年につき３０日以内 
（該当時間の給与は減額） 

（勤務条件調査より） 
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３ 職員の休業に関する状況 

休業の状況（令和７年４月１日現在） 

主な休業名 備          考 

育 児 休 業 
・３歳に達していない子を養育する場合 
・期間は子が３歳になるまで（期間中無給） 
（令和６年度中取得者数 ３３人） 

育児部分休業 
・小学校就学の始期に達するまでの子を養育する場合 
・期間は子が小学校就学の始期に達するまで（時間は１日を通して２時間
以内、時間分減額支給）（令和６年度実績 取得者数 １６人） 

 

４ 職員の分限及び懲戒の状況 

分限処分者数と懲戒処分者数 

（1）分限処分について 

  分限処分とは、職員が一定の事由によってその職務を十分に果たすことが出来ない場

合に行われる処分で、公務能率の維持を目的としてなされます。処分には、免職・休

職・降任・降給の４種類があります。 

（2）懲戒処分について 

  懲戒処分とは、職員の一定の義務違反に対する道義的責任を問うための処分で、公務

における規律と秩序を維持することを目的としてなされます。処分には、免職・停職・

減給・戒告の４種類があります。 

       （令和６年度実績） 

区 分 
分 限 処 分（件） 懲 戒 処 分（件） 

免職 休職 降任 降給 小計 免職 停職 減給 戒告 小計 

R6.4.1 

～R7.3.31 
－ １８ － － １８ － － － － ０ 

 

５ 職員の服務の状況 

地方公務員法の服務規律の概要 

全ての地方公務員は、全体の奉仕者として公共の利益のために勤務し、かつ、職務の執

行にあたっては、全力をあげてこれに専念しなければなりません。 

これを実現するために職員には、「法令等及び上司の職務上の命令に従う義務」、「職務に

専念する義務」、「信用失墜行為の禁止」、「秘密を守る義務」、「政治的行為の制限」、「争議

行為などの禁止」、「営利企業等の従事制限」などの義務が課せられています。 

 

営利企業等従事制限に係る許可の状況（令和６年度実績） 

区 分 申請数(件) 承認数(件) 承認した主な事項 

R6.4.1 

～R7.3.31 
４６ ４６ 消防団、予備自衛官 
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６ 職員の研修及び勤務成績の評定の状況 

(１)研修の状況 

   市では、地方分権の進展に伴う行政環境の変化に対応できる職員の育成を目指し、計

画的に研修を実施しています。 

 

○単独研修                     （令和６年度職員研修の実績） 

区分 研 修 科 目 
参加人数

(人) 
内     容 

特
定
課
題
研
修 

人権問題管理監督者研修 １４ 人権問題の正しい理解と認識を深める 

メンタルヘルス研修（一般・専門） １３９ ストレスへの対応など健康管理を学ぶ 

ハラスメント防止研修 ８２ ハラスメントへの理解を深め防止に努める 

応急手当講習 １８５ 普通救命講習Ⅰの受講 

交通安全研修 ６５ 安全運転思想の普及浸透を図る 

役職定年研修 ２８ 役職定年後の働き方、役割について学ぶ 

階
層
別
研
修 

新採用職員研修 ３５ 職員として必要な基礎的知識を身につける 

職場コミュニケーション研修 ３３ 職場の活性化、対人能力の向上を図る 

後輩指導・育成研修 ２４ 後輩指導の際のポイントを学ぶ 

法制ゼミ 

地方公務員法 ３９ 

職員として必要な法的知識について理解を深

め、職務遂行能力の向上を図る 
地方自治法 ２０ 

民法 ２８ 

発想力・思考法研修 ３１ 問題発見・業務改善能力の向上を図る 

説明・説得能力向上研修 ３６ コミュニケーション能力の向上を図る 

リーダーシップ研修 １７ 職場のリーダーとしての資質向上を図る 

人事評価（期首）研修【被評価者】 ３６ 
業績評価を正確に実施するための目標設定

について学ぶ 

人事評価（期末）研修【被評価者】 ３２ 
業績評価を正確に実施するための自己評価

について学ぶ 

人事評価（期首）研修【評価者】 ２９ 
部下職員の目標設定や面談方法について学

ぶ 

人事評価（期末）研修【評価者】 ２９ 部下職員の期末評価について学ぶ 

合  計  １９講座 ９０２  
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○安足地区職員研修協議会研修 

研  修  名 講座数 
参加人数

(人) 
内     容 

安足地区職員研修協議会研修 ５ １３４ 基本的職務能力及び政策形成能力向上研修 

 

○派遣研修 

研  修  名 講座数 
参加人数

(人) 
内     容 

栃木県市町村振興協会研修 ２３ ６０ 県内市町職員対象の管理監督者等研修 

市町村職員中央研修所 

（市町村アカデミー）研修 
９ ９ 

特定課題への対応、企画立案・業務遂行能力

向上を目的とした研修 

合 計 ３２ ６９  

 

 (２)人事評価の実施状況 

 本市では、能力開発や人材育成、勤務能率の向上を目的とした人事評価制度を導入し

ております。人事評価制度は、業務遂行上発揮された能力を評価する「能力評価」と目

標管理による業務の遂行度を評価する「業績評価」により行っています。 

 

「能力評価」 

 職員の職務遂行能力の発揮度を一定の基準に照らして評価することにより、職員の主

体的な能力発揮・能力開発を促す評価です。 

 評価期間内に期待される職務能力をどの程度発揮したかについて、絶対評価を行いま

す。 

 

「業績評価」 

 目標管理の手法を用いて、職員が組織の目標を明確に意識して、主体的な業務遂行に

当たることを促す評価です。 

 業績評価は、個人の業務内容の優先度や重要度などを勘案しながら、業務目標に対す

る達成度を評価し、その結果を絶対評価で行います。 

 

 人材育成・能力開発に重きを置いて人事評価を実施することで、職員の能力や特性を

把握し、人事評価結果に基づいた適材適所の人事配置などの適正な処遇反映を行ってま

いります。 
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７ 職員の福祉及び利益の保護の状況 

（１）安全衛生管理体制について 

 市および清掃センターでは、労働安全衛生法に基づき安全衛生委員会を設置し、職場

における職員の危険又は健康障害を防止するための対策に関することを審議しています。

また、職員の定期健康診断、生活習慣病健診などを実施するとともに健康管理を効果的

に行うため、産業医による健康相談を実施しています。 

 

（２）公務災害補償について 

令和６年度中に補償された公務災害の件数は４件です。 

公務中の災害 ４ 

通勤中の災害 ０ 

 

（３）佐野市職員厚生会について 

 地方公務員法第４２条の規定により、地方自治体は職員の保健に関する事業、元気回

復に関する事業、厚生に必要な事業を実施することとされており、佐野市職員厚生会は、

それらの事業を実施することを目的として、条例により設置されたものです。会員から

の掛金と市からの負担金を主な財源として、職員に対する各種厚生事業を計画し、実施

しております。 

 

①主に会員掛金及び市負担金で運営する主な事業 

 生活習慣病等検診費助成事業、各課保養費交付事業、駐車場維持管理事業 

 

②会員掛金率、市負担金率（給料月額に対する掛金･負担金の割合） 

年度 会員数 会員掛金率 市負担金率 
負担金率割合 

（掛金：負担金） 

令和６年度 972名 4/1,000 1.6/1,000 2.5 ： 1 

令和７年度 1,020名 4/1,000 1.6/1,000 2.5 ： 1 

 

③会員掛金、市負担金額（令和６年度決算） 

 ･会員掛金  15,239,987円（会員一人当たり平均  15,679円） 

 ･市負担金   6,092,185円（会員一人当たり平均   6,268円） 
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８ 公平委員会の状況 

（１）公平委員会の概要 

 公平委員会は、地方公務員法第７条第３項の規定により設置され、また、処理すべき

事務は、同法第８条第２項において定められています。その主な内容は次のとおりです。 

・職員の給与、勤務時間その他の勤務条件に関する措置の要求を審査し、判定し、及び

必要な措置を執ること。 

・不利益処分に関する不服申立てとは、職員に対する懲戒その他その意に反する不利益

な処分についての不服申立てです。 

・苦情の処理とは、勤務条件や不服申立てに必ずしも至らないような人事管理上の苦情

や相談に応じるものです。 

 

（２）公平委員会の業務の状況（令和６年度実績） 

業務の種別 件数 

勤務条件に関する措置の要求の状況 ７ 

不利益処分に関する不服申立ての状況 ０ 

苦情の処理の状況 ３ 

      


